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海田町人事行政の運営等の状況

1 職員の任免及び職員数に関する状況
(1) 職員の採用状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

（単位：人）

(2) 職員の退職等の状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）
（単位：人）

(注) 1 定年退職

2 勧奨退職

3 普通退職 自己都合により退職すること。

4 分限免職

5 失職

6 再任用職員 定年退職者等で再任用された職員。

(3) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

＜参考＞

人口1万人当たりの職員数 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たりの職員数 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員 人）

＜参考＞

人口1万人当たりの職員数 人

[ ] [ ] [ ]
(注)

〔　　 〕内は条例定数。
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職員数は一般職に属する職員数であり，教育長，休職者，派遣職員等を含み，臨時又は非常勤
職員を含まない。

0

対前年
増減数

△ 2
0
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0
0
0

△ 1

・学校用務員の退職補充をしなかったことによる職員
の減

△ 5

0

△ 1 51.94

51.33

・まちづくり推進課を企画課内のまちづくり推進室にし
たことによる職員減
・子育て支援室を福祉課児童係に統合したことによる
職員減
・保育士及び保健師を退職補充等で採用したことによ
る職員の増

9

・介護保険事業に対応するため，新たに介護支援専
門員を雇用したことによる職員の増

0

2

0

0
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教育部門

消防部門

30 25

－ －

主な増減理由

△ 6 60.90

68.76

70.21
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採用者数
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0 1 1

備考試験区分

事務職
管理栄養士

計

男性 女性 計

3 7

割愛職員含む。

区分
定年退職
勧奨退職
普通退職
分限退職

失職
死亡退職

計
再任用職員

平成20年度退職者 平成19年度退職者
6 6
2 3
4 4
－ －
－ －
2 1
14 14
－ －

勤務実績不良，心身の故障等の理由に基づき，職員をその意に反して退職させること。

地方公務員法（以下「地公法」という。）第28条の2第1項の規定により離職すること。また，地公法第
28条の3第1項の規定により勤務が延長され，その後離職する場合も含む。

職員が法定の欠格条項（地公法第16条各号（第3号を除く）に該当する場合で行政処分によること
なく当然に離職するもの）に該当し離職すること。

任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い，これに応じて退職すること。
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(4) 年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

(注) 教育長は含まない。

(5) 定員管理の数値目標及び進捗状況
① 平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

（参考）海田町定員適正化計画における定員適正化目標（数・率）

② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
（各年4月1日現在）

(注) 1 計画期間は，17年～22年の5年間である。
2 （　　%）内の数値は，数値目標に対する進捗率を示す。
3

一般行政

16 15 39 08 26

～

23

人 人 人 人 人 人
51 55 59

人
7 15 14 28 27 195

人人 人

増減は，各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を，計の欄にあっては計画1年目以降
現年までの職員増減数の累計を示す。

人
以上

計～～～

43 47

～ ～ ～～～

27 31 35 39

56 6032 36
～

始期 終期

20年
3年目

10.5

計画期間
数値目標

220 197 23
人 人 %

職員数 職員数
人

純減数 純減率
平成17年4月1日 平成22年4月１日

28 40 44 48 52

0

区分
20 24

職員数

20

人
未満

人

平成17年4月1日 平成22年3月31日 23人減

22年
5年目

職員数
部門

区分 21年
計画始期 1年目

19年
2年目

17～22年
計 数値目標

220 195 -
4年目

17年 18年

209 206 199 197
△ 11 △ 3 △ 7 △ 4 △ 25 △ 23
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2 職員の給与の状況
(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。
2 職員数は，平成20年4月1日現在の人数である。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

(注) 1

2

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数

(注) H21.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

(4) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）
① 一般行政職

② 技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

※
※

※

94.7
（平成21年4月1日現在）

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは，地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務
員の給与水準を比較するため，地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

参考

A/B

　　　　

1.2

1.34

1.34

ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を
示す指数である。
類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
したものである。

（参考）
平成19年度の人件費率

%
20.4

給与費 一人当たり
給与費　B/A

千円
給料 計　B

千円

　　　　 　　　　

250,880

285,548

　　　　

参考

56.8

56.8

50.7

49.2

2

2

125

　　　　　　　　304,615313,671 　　　　　　　　

海田町 4,330,069 3,027,000

民間

（D）
C/D

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において完全に一致しているも
のではない。

うち用務員 4,330,069 3,027,000

民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成18年～20年の3ヶ年平

（C）

区分
年収ベース（試算値）の比較

公務員

　　　　

214,00054.5

354,816

用務員

年収ベース「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を12倍したものに，公務員においては前
年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

対応する民間 平均給与月額

　　　　 　　　　 　　　　

　　　　

　　　　322,737

　　　　

民間

平均年齢

259,500

公務員

（A) (国ベース）

250,880 262,500

の類似職種 （B)

国

類似団体

336,551

286,74948.5

4,429

18

円 391,662 円

広島県

262,500 259,500

平均年齢 職員数 平均給料月額

396,901

円

391,770 円
365,205 円

325,521 円 　　　　　
330,544

歳
歳
歳

43.2
44.0
41.5
43.3

海田町
広島県

国

平均給与月額
（国ベース）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

歳

類似団体

うち用務員

海田町

平均給与月額平均給与月額区分

　　　　

5,634263,389 991,548

円
372,170 円

　　　　

315,500
341,503 円 412,029 円

325,000

円

円 386,400

656,108

職員手当 期末・勤勉手当

千円 千円
72,051

千円

%
209,347 1,549,223 21.3

人件費率
B B/A

千円

実質収支

千円

人件費

千円

住民基本台帳人口
（平成20年度末）

人
27,916 7,258,998

職員数
A

人

区分

H20年度

区分

H20年度
176

歳出額
A

95.1
96.4

94.694.7 94.8
93.7

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

海田町 類似団体平均 全国町村平均

H16年

H21年
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(5) 職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

(6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

※ 該当する職員がいない経験年数及び職種については掲載していない。

(7) 一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

部長，参事
課長，局長，室長，主幹
課長補佐，係長，主査
主任，主任主事，主任技師
主事，技師
主事，技師

(注) 1 海田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。
3 一般職には，税務職，保健師，栄養士，保育士及び水道企業等を含まない。

(注) 平成18年に７級制から６級制に変更している。（旧給料表の3級及び4級を統合）

(8) 昇給への勤務成績の反映状況

1 勤務成績の評定の実施状況

２ 昇給の勤務成績の反映状況
現在は，人事評価制度試行段階であるため，勤務成績による昇給への反映は行っていない。
ただし，病気休暇や欠勤等があった職員については，休暇等の日数に応じて，昇給幅を減じて
いる。

13 人 10.4 %

地方公務員法第40条に基づき，年1回勤務成績の評定を実施。

6 人 4.8 %
38 人 30.4 %
40 人 32.0 %
22 人 17.6 %

標準的な職務内容 職員数 構成比
人6 4.8 %

2 級
1 級

4 級
3 級

区分
級6

5 級

　　　　　　　　 円
中学卒 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　 円

284,429

円

技能労務職 高校卒 　　　　　　　　 円 　　　　　　　　 円

139,082

円円

140,100

円
経験年数20年

円

国
172,095 172,200円大学卒

区分
一般行政

海田町
178,800 円

広島県

一般行政職
区分 経験年数10年

高校卒

大学卒 258,361 円

円

　　　　　　　　

経験年数15年
円

円

高校卒 　　　　　　　　 円
　　　　　　　　

149,800

　　　　　　　　

10.4% 11.4% 7.7%

4.8% 6.8% 12.2%

30.4%
31.9%

10.2%

32.0%
29.5%

13.4%

17.6% 15.9%

31.4%

4.8% 4.5%

21.2%

3.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級



海田町人事行政の運営等の状況（H21）2010/3/411:07

(9) 期末手当・勤勉手当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

・役割加算 5～15%
・役割加算 5～20% ・役割加算 5～20%
・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

(注) （　　）内は，再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

1 勤務成績の評定の実施状況

２ 昇給の勤務成績の反映状況

(10) 退職手当（平成21年4月1日現在）

（支給率） （支給率）
勤続 年 勤続 年
勤続 年 勤続 年
勤続 年 勤続 年
最高限度額 最高限度額
その他の加算措置 その他の加算措置
定年前早期退職特例措置 2％～20％加算 定年前早期退職特例措置 2％～20％加算
1人当たり平均支給額
(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は，平成20年度退職した職員に支給された平均額である。

(11) 地域手当
（平成21年4月1日現在）

（平成22年度の制度完成時）

(注)

地方公務員法第40条に基づき，年1回勤務成績の評定を実施。

1.6
（加算措置の状況）

3 %海田町 3 %

23,178
116,473

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

% 人

千円
円

195
国の制度（支給率）

3 %

支給職員1人当たり平均支給年額（H20年度決算）
支給実績（H20年度決算）

59.28 月分 59.28 月分
59.28

月分 41.34 月分
月分59.28

月分
25 33.50
35 47.50 月分

20 23.50 月分 30.55
自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

職制上の段階，職務の級等によ
る加算措置

ただし，病気休暇や欠勤等があった職員については，休暇等の日数に応じて，勤勉手当の支
給割合を減じている。

（加算措置の状況）

3.0 1.5

千円

月分
月分
月分
月分

海田町

16,267

20
25
35

23.50
33.50
47.50
59.28 59.28月分

月分
月分
月分

30.55
41.34

国

職制上の段階，職務の級等によ
る加算措置

現在は，人事評価制度試行段階であるため，成績率については一律で決定している。

（H20年度支給割合）

1.60.75
3.0 1.5

職務の級等による加算措置

1.6
（加算措置の状況）

0.750.75
3.0 1.5

（H20年度支給割合）
1,614 千円 1,737

（H20年度支給割合）

　　　
1人当たり平均支給額（H20年度） 1人当たり平均支給額（H20年度）

国の制度では，平成22年度での完成を目指して，平成18年度から支給率を段階的に引き上げる
こととしている。

支給対象地域
海田町

支給率 支給対象職員数
3

海田町 広島県 国

千円
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(12) 特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）
支給実績（H20年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（H20年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（H20年度）
手当の種類（手当数）

(13) 時間外勤務手当
支給実績（H20年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（H20年度決算）
支給実績（H19年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（H19年度決算）

(14) その他の手当（平成21年4月1日現在）

生活保護業務に従事
する職員の特殊勤務
手当

生活保護業務に従事
する職員

生活保護事務に職員が
従事したとき又はこれら
の事務を職員が指導監
督したとき

月額10,700円

非常時における災害防
止作業及び災害応急作
業に従事したとき
土地等の取得又はこれ
に伴う補償に関し，職員
が当該土地等に係る権
利者と面接して折衝業
務に従事したとき

防災作業に従事する
職員の特殊勤務手当

用地取得等の折衝業
務に従事する職員の
特殊勤務手当

防災作業に従事する
職員

日額300円

日額500円

4H以上日額 500円
4H未満日額 300円

1件1,000円

日額500円

4H以上日額 1,000円
4H未満日額 600円

日額300円

犬，ねこ等死体処理作
業に従事したとき

死亡人取扱作業に従
事する職員の特殊勤
務手当

用地取得等の折衝業
務に従事する職員

犬，ねこ等死体処理
作業に従事する職員
の特殊勤務手当

犬，ねこ等死体処理
作業に従事する職員

死亡人取扱作業に従
事する職員

死亡人を取り扱ったとき

町税等徴収事務に従
事する特殊勤務手当

町税等徴収事務に従
事する職員

外出して町税及び税外
収入金の納付の催告及
び徴収に関する事務に
従事したとき

防疫等作業に従事す
る職員

清掃作業に従事する
職員

感染症が発生した場合
又は発生するおそれの
ある場合において，感染
症患者若しくは感染症
の疑いのある患者の救
護又は感染症の病原体
の付着した物件若しくは
付着の危険がある物件
の処理作業に従事した
とき

清掃作業に従事したとき

防疫等作業に従事す
る職員の特殊勤務手
当

清掃作業に従事する
職員の特殊勤務手当

左記職員に対する支給単価
種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
8

%5.03

千円
円

94
9,390

内容及び支給単価

千円
千円
千円
千円

33,304
215

38,182
230

通勤手当
支給限度額　55,000円（交通
機関利用者，交通用具使用
者で2km以上が対象）

借家：支給限度額27,000円
持家：5年間2,500円

配偶者13,000円，子等6,500
円，16歳～22歳の子1人
5,000円加算

国の制度
との異同

同

同

同

国の制度と
異なる内容

支給職員1人当たり
平均支給年額

（H20年度決算）

千円 千円19,904 212

支給実績
（H20年度決算）

千円

8,418 千円 68 千円

8,149 千円 177

手当名

扶養手当

住居手当
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(15) 特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）

町長 ／
（ ）

議長 ／
副議長 ／
議員 ／

（H20年度支給割合）

議長 （H20年度支給割合）
副議長
議員

（算定式） （支給時期）
町長 給料月額に在職年数と支給率を乗じて算定(5.0～20.0) 任期満了時等

(注) 給料及び報酬の（　　）内は，減額措置を行う前の金額である。

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1) 職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）

（平成21年4月1日現在）

(注) 休憩時間

(2) 年次有給休暇の取得状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

(注) 育児休業中の職員，派遣職員は含まない。
平成20年4月1日より，年次有給休暇の取扱いを暦年から年度へと変更。

(3) 時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

(注) １ 「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数を計上。
２

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況
(1) 分限処分者数（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

町長

日7,222

4.45

%

職員1人当たりの

B/A
人 10.8 日 28.8

休憩時間 備考

A B C B/C
2,083 日 193

12:00～13:00
職員が勤務時間の途中において，勤務から開放され，自己の時間として自由に利用す
ることが保障されている時間であり，労働基準法に準拠しているもの。

総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数 取得率

1週間の勤務時間
40時間

開始時刻 終了時刻
8:30 17:30

254,000 円

給
料

報
酬

円

円
円

821,000
779,950

321,000

区分

退
職
手
当

月分

月分

備考

期
末
手
当

3.35

円

給料月額等
（参考）類似団体における最高／最低額

円

895,000

499,000円
265,000

円

円
円430,000

400,000

340,000

227,000
182,000
157,000

円
円

円

時間外・休日勤務月平均時間数
時間13,652 7.6 時間

時間外・休日勤務総時間数

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定めた事由による場合

地公法第28条
第1項第2号

第1項第3号
地公法第28条

地公法第28条

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制，定数の改廃，予算の減少により廃
職，過員を生じた場合

免職 休職 降給

「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」を対
象職員（管理職を除く）数で除したもの。

合計降任
地公法第28条
第1項第1号

0

4 4

0

0

0

0
第2項

区分

計 0

第1項第4号
地公法第28条
第2項第2号
地公法第27条

第2項第１号

0 4 0 4
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(2) 懲戒処分者数（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

(注) 訓告等 事件当事者又は監督者に対する訓告，厳重注意等の実質的な制裁を伴わない矯正措置

５ 職員の研修の状況
研修の実施状況

６ 職員の福祉及び利益の保護の状況
(1) 職員の人間ドック受診状況

(2) 職員の福利厚生補助の状況
平成20年度交付金額

800,000 円 900,000 円
備考

海田町親和会

備考

補助金交付先 平成21年度交付金額

158 人159

機関別研修

平成20年度受診者数 平成19年度受診者数

1 人
57 人 60 人

人50
5 人
1 人
1 人

53 人
3 人
3 人

平成21年度 平成20年度
備考

人間ドック受診者 人

参加予定数 参加者数

自治大学校
計

広島県自治総合研修センター
市町村アカデミー
全国市町村国際文化研修所

減給 停職 免職 合計 訓告等区分

0 0

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合

地公法第29条
第1項第1号

法令に違反した場合

0
地公法第29条
第1項第2号

計

1 01
地公法第29条
第1項第3号

全体の奉仕者たるふさわしくない
非行のあった場合

1 0

戒告

0 0 1 0

0


